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INPIT からの情報発信はこちら 

 

【公式ホームページ】 

 

 

公式 YouTube チャンネルにて、INPIT の活動をショートムービーでご紹介しております。 

 

【YouTube チャンネル】 

 

 

そのほか、公式 X（旧 Twitter）、Facebook にて、各種情報を発信しております。 

 

【X（旧 Twitter）】       【Facebook】 

     

知財支援は INPIT 
新しいアイデア。すぐれたブランド戦略。中小企業やベンチャー・スタートアップ企業にとって、 

アイデアやブランドといった知的財産の活用が事業発展のカギを握ります。 

INPIT は、我が国における知的財産の中核的な総合支援機関として、全国の中小企業やベンチャー企

業などの皆様に、知的財産に関するきめ細かなサービスを提供しています。 

知を以て財を為す 

https://www.youtube.com/channel/UCD65y2FUkKTAxr5wlIGoZ0Q
https://twitter.com/INPIT_jp
https://www.facebook.com/INPIT.jp/
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１．法人の長によるメッセージ 

 

INPIT は、特許庁の施設等機関として各種情報提供業務等を行ってきた工業所有権総合情報館

を母体とし、平成 13 年 4 月 1 日に設立され、我が国唯一の知的財産に関する総合支援機関とし

て、知的財産制度を支える「情報」及び「人材」という基盤と、これらが活用される「環境」の整備・強

化を目的として、特許庁と密接に連携しつつ、産業財産権情報の提供、権利取得・活用支援、人材

育成支援といった各般の業務を効率的かつ迅速・的確に実施してまいりました。 

 

近年では、経済のグローバル化や、デジタル革命により業種の垣根が崩れオープンイノベーショ

ンが進展し、中小・ベンチャー企業が優れた技術を活かして飛躍するチャンスが拡大しております。 

そうした背景を踏まえ、令和 2 年 4 月より新たに取り組みをスタートした第 5 期中期計画では、

中小・ベンチャー企業の知財を活用した「稼ぐ力」の向上を法人最大のミッションとして掲げ、その実

現に向け、役職員一丸となり取り組んでおります。 

 

【令和５年度のトピックス】 

＜J-PlatPat 機能改善＞ 

J-PlatPat では効率的な侵害予防調査を可能とする「リーガルステータス機能」のリリースに加

え、「検索条件の保存機能」、「文献固定アドレスの短縮化」等、利便性を向上する機能改善を実施

し、産業財産権情報の経営等への活用促進を図りました。 

＜加速的支援（重点支援）事業成長＞ 

INPIT 第 5 期中期計画では、事業成長が見込める中小企業等に対し重点的な支援を行い、50

社以上について事業成長上の効果を得ることとしていましたが、重点な支援として専門家チームに

よる加速的支援（伴走支援）を行うことで、最終的に 54 社について売上の増加など具体的な事業

成長上の効果を得ることができました。 

＜知財戦略デザイナー派遣事業＞ 

大学の研究開発支援担当者(ＵＲＡ等)とチームを組み、社会実装に向け有望な研究成果の発掘

を行い、知的財産の確保や活用などを通じ社会的価値・経済的価値の創出を支援する知財戦略デ

ザイナー派遣事業を開始しました。 

＜知財人材（教育）の拡大＞ 

中小企業・スタートアップ等を支える知財経営人材を育成するため、INPIT は日本弁理士会及び

特許庁と連携し、商工会議所の経営指導員等を対象とした知財マネジメントセミナーを全国１２箇

所で開催しました。また、INPIT と日本商工会議所とで協力し、経営指導員に知財の気づきを与え

るドラマ仕立ての動画を 3 本制作し、IP ePlat で公開しました。 

＜スタートアップ向け広報動画＞ 

さらに広報活動にも引き続き力を入れ、スタートアップが直面しがちな知財問題をより具体化した

動画と、動画を視聴した者が INPIT の支援にアクセスしやすい環境を作ることにより、INPIT の周知

とスタートアップの知財の気づきをより促進させ、INPIT による具体的な支援につなげることを目的
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とした動画・ウェブサイトを公開しました。 

昨年度公開した「スタートアップ in サバンナ」ではなるべく広い層に動画を見てもらうことを念頭

に PR を行いましたが、今回は、よりスタートアップ関係者に見てもらうよう、広告配信以外にも

newspicks や LivedoorNews とのメディアタイアップも実施し、ターゲットへのリーチ力を高める工夫

を行いました。 

動画再生数は８７０万回再生以上、特設ページは６万以上のアクセスを得ています。 

 

今後も、こうした取組も踏まえながら、知財の活用がより一層促進されるよう取り組んでまいると

ともに、引き続き、産業財産権情報の安定的な提供や知財人材育成といった我が国企業の知財活

動を支える基盤の整備に、着実に取り組んでまいります。 

 

最後に、本事業報告書が、INPIT の様々な活動についてご理解いただく一助になることを願って

おります。 

 

独立行政法人 工業所有権情報・研修館 

理事長 渡辺 治 
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令和５年度のトピックス 
 
【J-PlatPat 機能改善】 

 
 
【加速的支援（重点支援）事業成長】 
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【知財戦略デザイナー派遣事業】 

 
 
【知財人材（教育）の拡大】 
●IP ePlat 経営指導員向けコンテンツ 

 
 

 
 
 

 
 

「社名はそれで大丈夫？創業時にチェックすべき知財の視点」 

「目に見えるものが全てじゃない！承継すべき知財の見える化」 

創業時から知財キーワードに気づくことで、創業支

援のポイントを学習できます。 

事業承継は、目に見える資産のみならず、目に見え

ない資産も重要であることを学習できます。 
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【スタートアップ向け広報動画】 
 
●特設ウェブサイト（下記各動画も掲載） 

   
 

●ショートドラマ動画：５本 

 

「出展後の確認は大丈夫？展示会をムダにしないための知財のポイント 

知財の注意点を知ることで、販路開拓に効果的な

展示会の出展後ポイントを学習できます。 
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※令和５年度末時点で約８７０万回再生を突破しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

シンボルマーク 

 

 

 

 

 

 

 

独立行政法人工業所有権情報・研修館では、非公務員型の独立行政法人として

の第 2 期中期目標期間のスタートと、特許庁からの情報システム関連等業務

の新たな移管を契機に、ユーザーにとってより身近な団体として活動できるよ

う、平成 19 年 1 月から、親しみやすく、わかりやすいシンボルマークに変

更しました。新しいロゴ（略称）は「INPIT」（インピット）です。INPIT

は、英文の組織名から主要なアルファベットを拾い出したものです。

National Center for Industrial Property Information and Training「I」

と「T」と「P」をモチーフにしたシンボルマークです。 

中心には人と情報（Information）をイメージした形を配し、そこから広が

るイメージと成長するイメージの形を組み込みました。情報を浸透させるとい

う意味合いと人材を育成（成長）させるという意味合いを含ませています。丸

みを帯びた形、優しい色合いの緑とグレーを配した知的なイメージを表現して

います。 
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２．法人の目的、業務内容 

 

（１）法人の目的 

INPITの目的は、独立行政法人工業所有権情報・研修館法（以下「法」という。）第3条により、

以下のように規定されています。 

（情報・研修館の目的） 

第三条 独立行政法人工業所有権情報・研修館（以下「情報・研修館」という。）は、発明、実用

新案、意匠及び商標に関する公報、審査及び審判に関する文献その他の工業所有権に関

する情報の収集、整理及び提供を行うとともに、特許庁の職員その他の工業所有権に関す

る業務に従事する者に対する研修を行うこと等により、工業所有権の保護及び利用の促進

を図ることを目的とする。 

 

（２）業務内容 

INPIT の業務内容は、法第 11 条により、以下のように規定されています。 

（業務の範囲） 

第十一条 情報・研修館は、第三条の目的を達成するため、次の業務を行う。 

一 発明、実用新案、意匠及び商標に関する公報、見本及びひな形を収集し、保管し、及

び陳列し、並びにこれらを閲覧させ、又は観覧させること。  

二 審査及び審判に関する図書及び書類その他必要な文献を収集し、及び保管し、並び

にこれらを閲覧させること。   

三 工業所有権の流通の促進を図るため必要な情報の収集、整理及び提供を行うこと。 

四 前三号に掲げるもののほか、工業所有権に関する情報の活用の促進を図るため必

要な情報の収集、整理及び提供を行うこと。 

五 工業所有権に関する相談に関すること。 

六 工業所有権に関する情報システムの整備及び管理を行うこと。 

七 特許庁の職員その他の工業所有権に関する業務に従事する者に対する研修を行う

こと。  

八 前各号の業務に附帯する業務を行うこと。 

  

https://elaws.e-gov.go.jp/document?lawid=411AC0000000201
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３．政策体系における法人の位置付け及び役割（ミッション） 

 

ＩＮＰＩＴは、経済産業省の政策体系のうち、「経済成長（知的財産政策）」に関わる機関として、我

が国の知的財産制度を支える「情報」と「人」という基盤の整備と、これらが活用される「環境」の整

備・強化を目指し、特許庁と密接に連携しながらユーザーへのきめ細かなサービスを提供する我が

国唯一の知的財産に関する総合支援機関に位置づけられます。 

 

近年のデジタル革命によるオープンイノベーション化の進展に伴い、中小・ベンチャー企業が優

れた技術を活かして飛躍するチャンスが拡大している中、イノベーションを支える基盤である知的

財産制度は、中小企業等が知財権を取得し、しっかり行使できるよう、諸外国の動向も踏まえ制度

の充実に一層努めることが求められています。 

また、企業が顧客のニーズを利用者視点で見極め、技術力を高めるのみならず、製品やサービ

スのブランドを構築して自社の「稼ぐ力」を高めることが重要となっており、イノベーション及びブラン

ド構築に資する制度整備の必要性が高まっています。 

平成 30 年 6 月に決定された「知的財産戦略ビジョン」（平成 30 年 6 月 12 日知的財産戦略本部

会合決定）では、目指すべき社会の姿として「価値デザイン社会」の実現が掲げられました。 

また、これを受けて令和元年 6 月に決定された「知的財産推進計画 2019」（令和元年 6 月 21

日知的財産戦略本部会合決定）では、当面の施策の重点として、ベンチャーを後押しする仕組み、

地方・中小企業の知財戦略強化支援、知財創造保護基盤の強化等が掲げられました。 

さらに、令和元年 6 月に閣議決定された「成長戦略実行計画」では、第 4 次産業革命を、同質的

なコスト競争から、デジタル化を企業経営者が本格活用し、いかに差別化を図り、付加価値の高い

新たな製品、サービスを生み出すかという競争と位置づけ、付加価値の創出・獲得を課題とし、中

小企業の生産性を高め、付加価値を増加させ、地域経済にも貢献するという好循環を促すことが、

我が国全体の成長に不可欠であるとしています。 

 

このような背景の中、ＩＮＰＩＴのミッションは、工業所有権情報・研修館法に則り、政策課題の解決

に寄与する業務を効果的かつ確実に実施し、業務実施の成果と効果を最大化することであり、具

体的には、「成長戦略実行計画」等に掲げられた政府の政策、施策、方針等に基づいて、 

①産業財産権情報を提供する基礎インフラの整備と充実 

②中堅・中小・ベンチャー企業等に対する知的財産の権利取得・戦略的活用支援 

③世界最速・最高品質の審査の達成に貢献するための特許庁職員等に対する研修の充実及び

中堅・中小・ベンチャー企業を中心とする知的財産関連人材育成の機能向上・強化 

等を推進する役割が期待されています。 
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出典：第 5 期中期目標（別添：政策体系図）  

https://www.inpit.go.jp/about/gyomu/mtmokuhyou/mokuhyou5_00002.pdf
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４．中期目標の概要 

 

（１）概要 

  ＩＮＰＩＴは、第 4 期中期目標期間（平成 28 年 4 月 1 日～令和 2 年 3 月 31 日）において、47 都

道府県に知財総合支援窓口、大阪府に近畿統括本部を設置し、中堅・中小・ベンチャー企業に対

するアイデア段階から知財の取得・利活用に至るまで、支援ニーズに迅速に対応できるよう地域の

相談・支援体制の構築を図るとともに、多様な専門家等も活用し、中小企業等の課題に、適切に対

応を図ってまいりました。さらに、特許庁とも密接に連携し、基盤システム（J-PlatPat）による産業財

産権情報の提供、初心者から専門家に至る幅広い知的財産関連人材の育成など、知財に関する

総合的な支援実施機関としての役割を担ってまいりました。 

第 5 期中期目標期間（令和 2 年 4 月 1 日～令和 6 年 3 月 31 日）では、ＩＮＰＩＴがこれまで実施

してきた各事業を通じ蓄積・構築されたノウハウやネットワークなどを組織全体の資産として積極的

に利活用し、引き続き業務の効率化を図りつつ、①産業財産権情報の提供、②知的財産の権利取

得・戦略的活用支援、③知的財産関連人材の育成の 3 つの柱の業務について、以下の方向性の

下、取り組むことが求められています。 

 

①産業財産権情報の提供 

イノベーションの基礎となる国内外の特許情報等の収集・整理、提供しつつ、特に、産業財産

権情報の基盤システムである J-PlatPat 等の迅速かつ安定的な情報提供を実施する。 

 

②知的財産の権利取得・戦略的活用の支援 

優れた技術を持つ中堅・中小・ベンチャー企業や地域経済を支える中小企業等の事業拡大や

収益向上に向けて、知財の権利取得から事業化までを見据えた戦略的な活用の支援を一層

強化する。 

 

③知的財産関連人材の育成 

「世界最速・最高品質」の審査の実現に向け、審査官等をはじめとする特許庁職員に対する研

修や、先行技術調査等を実施する調査業務実施者を育成する研修を引き続き着実に実施す

るとともに、民間企業等の知的財産関連人材向け研修に関しては、幅広いユーザーニーズに

即したきめ細やかな研修カリキュラムの開発・提供及び活用を促進する。 

 

詳細につきましては、第 5 期中期目標をご覧ください。 

  

https://www.inpit.go.jp/consul/chizaimadoguchi/index.html
https://www.inpit.go.jp/kinki/index.html
https://www.inpit.go.jp/j-platpat_info/index.html
https://www.inpit.go.jp/about/gyomu/mtmokuhyou/mokuhyou5_00002.pdf
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（２）一定の事業等のまとまりごとの目標 

INPIT は、中期目標における一定の事業等のまとまりごとの区分に基づくセグメント情報を開

示しています。具体的な区分名は、以下のとおりです。 

一定の事業等のまとまり（セグメント区分） 

１．産業財産権情報の提供 
２．知的財産の権利取得・戦略的活用の支援 

３．知的財産関連人材の育成 
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５．法人の長の理念並びに運営上の方針及び戦略 

 

【基本理念】 

知的財産の創造・保護・活用を通じて産業社会の発展に貢献します。 

 

【運営基本理念と運営方針】 

運営基本理念 1：知的財産に関する資料・情報を確実に提供します。 

運営方針 

 情報・研修館は、情報提供サービスシステムの機能強化に努めます。 

 情報・研修館は、知的財産に関する資料・情報を確実に収集・整理し、誰にでも利用で

きるように提供していきます。 

運営基本理念 2：知的財産に関する資料・情報の活用を促進します。 

運営方針 

 情報・研修館は、知的財産に関する資料・情報を多角的かつ戦略的に活用し、産業社

会の発展に寄与する取組を進めていきます。 

 情報・研修館は、政府の知的財産推進計画等で示される課題に対し、迅速かつ的確に

対応していきます。 

運営基本理念 3：知的財産に関する相談に確実に対応します。 

運営方針 

 情報・研修館は、事業者や個人からの知的財産に関する多様な相談に対して的確な

回答を提供していきます。 

 情報・研修館は、的確な回答をより迅速かつ確実に提供できる相談サービス体制の充

実を目指します。 

運営基本理念 4：知的財産の創造・保護・活用を担う人材を育成します。  

運営方針 

 情報・研修館は、産業社会の発展を担うさまざまな知的財産関連人材の育成を進めて

いきます。 

 情報・研修館は、経済産業省特許庁や国内外の人材育成機関等と連携し、より効果的

な人材育成を目指します。 

運営基本理念 5：サービスを利用する皆さまの満足度を向上します。 

運営方針 

 情報・研修館は、社会からの要請や環境変化に柔軟に対応するため、提供するサービ

スの質を高めるとともに内容を充実させ、サービスを利用する皆さまの満足度を向上し

ていきます。 

 情報・研修館は、個人情報の保護や秘密情報の管理を厳格に実施し、サービスを利用

する皆さまが不利益を被らないようにします。 

運営基本理念 6：公正かつ適正、安定かつ効率的な運営を行います。 
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運営方針 

 情報・研修館は、法令及び社会規範等を遵守し、反社会的行為を認めず、公正かつ適

正な組織運営を行います。 

 情報・研修館は、中長期的に実施することが必要な事業を持続的かつ安定的に遂行

するとともに、事業効果と事業経費を定期的にモニタリング・分析して、効率的な事業

運営を進めます。 

 

【行動指針】 

行動指針 1：社会の公器の一員として公正かつ誠実な行動をします。 

 情報・研修館の役職員は、社会の公器の一員として、常に高い倫理観をもち、法令及

び規則等に則り、公正かつ誠実に責任をもって判断し、行動します。 

行動指針 2：産業社会の発展に取り組む皆さまの期待・要望に応えます。 

 情報・研修館の役職員は、産業社会の発展に取り組む皆さまの期待・要望を真摯に受

け止め、誠実に仕事に取り組みます。 

行動指針 3：ステークホルダーとの対話と信頼関係の構築を追求します。 

 情報・研修館の役職員は、業務に関連する様々なステークホルダーと誠実に対話し、

信頼関係の構築を追求します。 

行動指針 4：自らを磨き、情熱と誇りをもって仕事に取り組みます。 

 情報・研修館の役職員は、絶えざる学習・研鑽を重ね、情熱と誇りをもって仕事に取り

組み、顧客サービスの向上と顧客満足の最大化を目指します。 

行動指針 5：他者から開示を受けた秘密情報は、厳正に管理します。 

 情報・研修館の役職員は、お客さま、取引先、関係機関等から開示を受けた秘密情報

については、法令及び規則等に則り、厳正に管理します。 

行動指針 6：人為的過誤や失敗を放置せず、原因究明を進め、再発を防止します。 

 情報・研修館の役職員は、業務における人為的過誤や失敗を放置せず、原因究明を

進め、情報を開示し、再発防止を図ります。 
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６．中期計画及び年度計画 

 

ＩＮＰＩＴは、中期目標を達成するための中期計画と当該計画に基づく年度計画を作成していま

す。中期計画と当事業年度に係る年度計画の関係は以下のとおりです。 

詳細につきましては、第 5 期中期計画及び令和 5 年度計画をご覧ください。 

 

第 5 期中期計画 令和 5 年度計画 

Ⅰ 中期計画の期間 Ⅰ 年度計画の期間 

Ⅱ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するために

とるべき措置 

１．産業財産権情報の提供 

（１）産業財産権情報の普及及び内容の充実 

（２）中央資料館としての産業財産権情報の提供 

（３）審査・審判関係資料の収集、閲覧サービスの提供及び電子データの整備等 

【成果指標】（アウトプット） 

 J-PlatPat マニュアル等の配布件数に

ついて、中期目標期間中毎年度、４万

件以上を達成する。 

【効果指標】（アウトカム） 

 J-PlatPat の検索回数について、中期

目標期間中毎年度、１億６，６００万回

以上を達成する。【基幹目標】 

【成果指標】（アウトプット） 

 J-PlatPat マニュアル等の配布件数に

ついて、令和５年度は、４万件以上を

達成する。 

【効果指標】（アウトカム） 

 J-PlatPat の検索回数について、令和

５年度は、１億６，６００万回以上を達

成する。【基幹目標】 
２．知的財産の権利取得・戦略的活用の支援 

（１）相談窓口による支援の着実な実施 

（２）中堅・中小・ベンチャー企業の知財戦略構築を通じた事業拡大に向けた重点的な支援 

（３）新たなイノベーション創出に向けた革新的・基盤的技術の権利化・戦略的活用支援 

【成果指標（アウトプット）】 

 各窓口及び関係機関との連携件数に

ついて、中期目標期間中毎年度、９千

件以上を達成する。 

 重点的な支援を行った企業数につい

て、中期目標に掲げられた成果指標

（期間中に累計２００社以上を支援）を

達成すべく、毎年度の指標を以下のと

おり定める。 

令和２年度：６０社 

令和３年度：累計１１０社 

【成果指標（アウトプット）】 

 各窓口及び関係機関との連携件数に

ついて、令和５年度は、９千件以上を達

成する。 

 重点的な支援を行った企業数につい

て、第五期中期目標に掲げられた成果

指標を達成すべく、令和５年度は、４０

社以上を達成する。 

 

 

 

https://www.inpit.go.jp/about/gyomu/mtkeikaku/keikaku5_202209.pdf
https://www.inpit.go.jp/about/gyomu/yrkeikaku/r05keikak.pdf
https://www.inpit.go.jp/info/index.html
https://www.inpit.go.jp/data/koho/index.html
https://www.inpit.go.jp/data/sinsa/index.html
https://www.inpit.go.jp/consul/index.html
https://www.inpit.go.jp/katsuyo/index.html
https://www.inpit.go.jp/shien/index.html
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令和４年度：累計１６０社 

令和５年度：累計２００社 

【効果指標（アウトカム）】 

 知財総合支援窓口を始めとするＩＮＰＩＴ

各窓口の相談件数について、中期目標

期間中毎年度、１３万５千件以上を達

成する。【基幹目標】 

 重点的な支援により事業成長上の効

果が認められた企業数について、中期

目標期間終了時までに、累計５０社以

上を達成する。【基幹目標】 

 

 

【効果指標（アウトカム）】 

 知財総合支援窓口を始めとするＩＮＰＩＴ

各窓口の相談件数について、令和５年

度は、１３万５千件以上を達成する。

【基幹目標】 

 重点的な支援により事業成長上の効

果が認められた企業数について、中期

目標期間（令和５年度）終了時までに、

累計５０社以上を達成する。【基幹目

標】 
３．知的財産関連人材の育成 

（１）審査の迅速化と質の向上に資する研修等の着実な実施 

（２）民間企業等の知財関連人材の育成等業務の積極的な展開 

【成果指標】（アウトプット） 

 ＩＣＴを活用した知財人材育成用教材の

開発数について、中期目標に掲げられ

た成果指標（期間中に累計５０件以上

の教材を作成）を達成するため、毎年

度の指標を以下のとおり定める。 

令和２年度：９件 

令和３年度：２３件 

令和４年度：９件 

令和５年度：９件 

 パテントコンテスト・デザインパテントコ

ンテストの応募校数について、中期目

標に掲げられた成果指標（期間中に累

計５５０校以上が応募）を達成するた

め、毎年度の指標を以下のとおり定め

る。 

令和２年度：１２８校 

令和３年度：１３４校 

令和４年度：１４０校 

令和５年度：１４８校 

【効果指標】（アウトカム） 

 ＩＣＴを活用した知財人材育成用教材の

【成果指標】（アウトプット） 

 ＩＣＴを活用した知財人材育成用教材の

開発数について、第五期中期目標に

掲げられた成果指標を達成すべく、令

和５年度は、９件以上を達成する。 

 

 

 

 

 

 パテントコンテスト・デザインパテントコ

ンテストの応募校数について、第五期

中期目標に掲げられた成果指標を達

成すべく、令和５年度は、１４８校以上

を達成する。 

 

 

 

 

 

【効果指標】（アウトカム） 

 ＩＣＴを活用した知財人材育成用教材の

https://www.inpit.go.jp/jinzai/index.html
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延べ利用者数について、中期目標に

掲げられた効果指標（期間中に累計３

０６，１００者以上が利用）を達成するた

め、毎年度の指標を以下のとおり定め

る。【基幹目標】 

令和２年度：１８，５００者 

令和３年度：１８，６００者 

令和４年度：１３５，０００者 

令和５年度：１３４，０００者 

延べ利用者数について、第五期中期

目標に掲げられた効果指標を達成す

べく、令和５年度は、１３４，０００者以

上を達成する。【基幹目標】 

 

Ⅲ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１．業務の効果的な実施 

２．業務運営の合理化 

３．業務の適正化 

４．給与水準の適正化 

５．情報システムの整備及び管理業務 

【指標】  

 令和４年度内のＰＪＭＯを支援するＰＭＯ

の設置、及び、ＰＭＯ設置後の支援実績  

 情報システムの調達時における、理事長

を長とする組織横断的な枠組による投資

対効果に係る精査実績  

 情報システム整備時における、「政府情

報システムにおけるクラウドサービスの

利用に係る基本方針（２０２１年（令和３

年）９月１０日 デジタル社会推進会議幹

事会決定）」の方針に則り、クラウドサー

ビスの利用を第一候補としつつメリットや

開発の規模及び経費等を踏まえ検討し

た仕様の策定実績 

【指標】 

 ＰＭＯの支援実績 

 情報システムの調達時における、理事長

を長とする組織横断的な枠組による投資

対効果に係る精査実績 

 情報システム整備時における、「政府情

報システムにおけるクラウドサービスの

利用に係る基本方針（２０２１年（令和３

年）９月１０日 デジタル社会推進会議幹

事会決定）」の方針に則り、クラウドサー

ビスの利用を第一候補としつつメリットや

開発の規模及び経費等を踏まえ検討し

た仕様の策定実績 

Ⅳ 財務内容の改善に関する事項 

１．財務内容に関する信頼性と透明性の確保 

２．効率化予算による運営 

３．業務コストの削減 

４．自己収入の確保 

Ⅴ その他業務運営に関する重要事項 

１．内部統制の充実・強化 

２．関係機関との連携強化 
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３．地方における活動の強化 

４．広報活動の強化 

５．人工知能（ＡＩ）の活用 

６．大規模災害等発生時の対応 

Ⅵ 予算（人件費の見積もりを含む。）、収支計画及び資金計画 

Ⅶ 短期借入金の限度額 

Ⅷ 財産の処分に関する計画 

Ⅸ 剰余金の使途 

Ⅹ その他主務省令に定める業務運営に関する事項 

１．施設・設備に関する計画 

２．人事に関する計画 

３．中期目標期間を超える債務負担  

４．積立金の処分に関する事項 ３．積立金の処分に関する事項 

５．その他 ４．その他 
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７．持続的に適正なサービスを提供するための源泉 

 

（１）ガバナンスの状況 

①主務大臣 

経済産業大臣 

 

②ガバナンスの体制図 

 

 

  内部統制システムの整備の詳細につきましては、業務方法書をご覧ください。 

  

  

https://www.inpit.go.jp/about/sosiki/basic/houhou.pdf
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（２）役員等の状況 

①役員の状況 

  （令和 6 年 3 月 31 日現在） 

役職 氏名 任期 経歴 

理事長 久保 浩三 自 令和 2 年 4 月 1 日 

至 令和 6 年 3 月 31 日 

 

平成 16 年 5 月 奈良先端科学技術

大学院大学先端科学技術研究調査

センター教授 

平成 19 年 1 月 同大学知的財産本

部長 

平成 19 年 4 月 同大学先端科学技

術研究調査センター長 

平成 22 年 8 月 同大学先端科学技

術研究推進センター教授・調査研究

部門長 

平成 22 年 10 月 同大学産官学連携

推進本部副本部長 

平成 25 年 4 月 同大学先端科学技

術研究推進センター教授・研究戦略

部門長 

平成 27 年 4 月 同大学研究推進機

構教授・産官学連携推進部門長 

平成 31 年 4 月 情報・研修館理事長 

令和 2 年 4 月 再任 

理事 

（常勤） 

瓜生 和久 自 令和 5 年 4 月 1 日 

至 令和 7 年 3 月 31 日 

平成 5 年 4 月 通商産業省入省 

平成 23 年 1 月 内閣官房社会保障

改革担当室企画官 

平成 25 年 6 月 内閣官房情報通信

技術（IT）総合戦略室参事監 

平成 27 年 8 月 商務情報政策局セ

キュリティ政策室長 

平成 28 年 6 月 内閣官房内閣サイ

バーセキュリティセンター参事官 

平成 30 年 7 月 情報処理推進機構

参事 兼セキュリティセンター長 

令和 4 年 6 月 情報処理推進機構統

括参事 兼戦略企画部長 兼デジタ

ル戦略推進部長 
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令和 5 年 4 月 情報・研修館理事 

監事 

（非常勤） 

江村 克己 自 令和 2 年 7 月 1 日 

至 第 5 期中期目標期間

の最後の事業年度の財務

諸表承認日まで 

昭和 57 年 4 月 日本電気株式会社

入社 

平成 22 年 4 月 同社執行役員 兼 

中央研究所長 

平成 28 年 4 月 同社執行役員常 兼 

チーフテクノロジーオフィサー 

平成 28 年 6 月 同社取締役執行役

員常務 兼 チーフテクノロジーオフィ

サー 

平成 31 年 4 月 同社取締役ＮＥＣフェ

ロー 

令和元年 6 月 同社ＮＥＣフェロー 

令和 2 年 7 月 情報・研修館監事 

令和 4 年 4 月 日本電気株式会社シ

ニアアドバイザー 

令和 5 年 4 月 福島国際研究教育機

構 理事 

監事 

（非常勤） 

石村 光代 自 令和 2 年 7 月 1 日 

至 第 5 期中期目標期間

の最後の事業年度の財務

諸表承認日まで 

平成 3 年 10 月 青山監査法人 

平成 14 年 4 月 石村公認会計士事

務所 

平成 27 年 4 月 情報・研修館監事 

平成 28 年 6 月 再任 

令和 2 年 7 月 再任 

 

②会計監査人の氏名または名称及び報酬 

当法人は会計監査人の監査を要しない法人であります。 

 

（３）職員の状況 

常勤職員は令和 5 年度末現在 96 人（前期末比 2 人増）であり、平均年齢は 42 歳（前期末 42

歳）となっています。このうち、国からの出向者は 72 人です。なお、女性管理職割合は 15.38%で

す。 

 

（４）重要な施設等の整備等の状況 

本部を東京都に置くとともに、大阪府大阪市に近畿統括本部事務所がありますが、何れも無

償使用又は賃貸であり、所有する施設はありません。 

  



21 
 

（５）純資産の状況 

①資本金の状況 

資本金はありません。 

 

②目的積立金の状況等 

令和５年度は、目的積立金の申請を行っておりません。 

また、目的積立金の取り崩しは行っておりません。 

 

（６）財源の状況 

①財源（収入）の内訳（運営費交付金、自己収入） 

（単位：百万円） 

区  分 金  額 構 成 比 率 

運営費交付金 10,561 99.46% 

複写手数料収入 0 0.00% 

研修受講料収入 54 0.51% 

その他収入 2 0.02% 

合  計 10,618 100.00% 

（注）各金額は単位未満四捨五入のため、合計額と一致しない場合があります 

 

②自己収入に関する説明 

当法人における自己収入として、複写手数料収入及び研修受講料収入があります。 

複写手数料収入は、特許公報等のコピー代（プリンターの出力代含む）を一般ユーザーである

閲覧者より徴収したものであります。また、研修受講料収入は、一般ユーザー（国等の職員を含

む）である研修受講者に対して、研修を実施することにより徴収した受講料であります。 

 

（７）社会及び環境への配慮等の状況 

INPIT では、「国等における温室効果ガス等の排出の削減に配慮した契約の推進に関する法

律」の規定に基づき、温室効果ガス等の排出の削減に配慮した契約の締結実績を公表するとと

もに、具体的な措置を定める実施計画を公表しています。また、「国等による環境物品等の調達

の推進等に関する法律（グリーン購入法）」を踏まえた環境物品等の調達を推進しています。 

 

（８）法人の強みや基盤を維持・創出していくための源泉 

当法人は、設立以来、我が国唯一の知的財産に関する総合支援機関として、知的財産制度

を支える「情報」及び「人材」という基盤と、これらが活用される「環境」の整備・強化を目的とし

て、特許庁と密接に連携しつつ、産業財産権情報の提供、権利取得・活用支援、人材育成支援

といった業務を効率的かつ迅速・的確に実施してまいりました。その源泉は以下のとおりです。 
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①産業財産権情報の提供 

産業財産権情報を無料で検索できる基本ツールとして「J-PlatPat」を運用し、正確な一次情報

を迅速かつ安定的に国民に提供しています。 

②知的財産の権利取得・戦略的活用の支援 

47 都道府県に配置している「知財総合支援窓口」を始めとする INPIT 各窓口において、中小

企業等を知財の側面から支援する体制が整えられ、地域密着型の知財相談インフラとして機能

しています。また、約 1,000 人の知財など様々な分野の専門家をネットワーク化し、中小企業の

知財活用の自走を支援すべく伴走型支援への展開を図っています。 

③知的財産関連人材の育成 

ICT を活用した知財人材育成用教材「IP ePlat」を運用しており、幅広いユーザーニーズに即し

たきめ細やかなコンテンツを、企業の知財担当者、研究開発者、弁護士、中小企業診断士等の

対象者ごとに、それぞれ体系的に提供しています。 

 

これまで蓄積してきた業務ノウハウや各種専門性を有している人材を最大限活用した取組を

実施しています。また、ＩＮＰＩＴだけではカバーできない中小企業等のニーズに対して、 より効果

的に支援を提供する観点から、特許庁、日本弁理士会、日本商工会議所との４者連携をはじ

め、既存の連携先とも引き続き協力しながら地域の中小企業・スタートアップへの知財経営支援

の強化・充実化に取り組んでいます。 

 

８．業務運営上の課題・リスク及びその対応策  

 

（１）リスク管理の状況 

業務方法書第 41 条「リスク評価と対応に関する事項」に基づき、業務実施の障害となる要因を

事前にリスクとして識別、分析及び評価し、当該リスクへの適切な対応を可能とするためのリスク

管理に関する規程を整備しています。毎年、同規程に基づき設置したリスク管理委員会において、

リスク項目と対応方針を取りまとめたリスク対応計画を定めるとともに、その対応状況について点

検を行い、必要に応じて改善策の指示と計画の見直しを行っています。 

 

（２）業務運営上の課題・リスク及びその対応策の状況 

令和 5 年度は、令和 6 年 3 月にリスク管理委員会を開催し、組織全体でリスク項目への対応状

況に係る点検を実施した上で、リスク対応計画の見直しを行いました。 

本計画の中でも情報セキュリティに関しては重点リスクとして位置付けており、昨今のサイバー

空間における我が国の安全に対する脅威も高まってきている中、政府が定めた「サイバーセキュリ

ティ戦略について」（平成３０年７月２７日閣議決定）を踏まえ、ＩＮＰＩＴにおいて情報セキュリティ対策

を徹底するべく以下の取組を行っています。 

 

ア．自己点検 
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ＩＮＰＩＴの情報セキュリティポリシー及び同ガイドラインについて、全役職員が理解して業務を適

切に実施していたか自己点検を実施し、確認しています。 

 

イ．情報セキュリティポリシー研修 

情報セキュリティポリシー等に関する研修テキストを WEB 教材形式で作成し、全役職員が

INPIT 情報セキュリティポリシー研修を受講しました。また、新たに人事異動により着任した職員

に対しては、異動のタイミングで研修を実施し、理解度テストを行いました。 

 

ウ．インシデント対応訓練 

INPIT 情報システムのうち、情報基盤システムに対して、CSIRT を招集したインシデント対応訓

練を実施しました。 

 

エ．標的型メール訓練 

サイバー空間の治安は年々悪化し、標的型攻撃が特に脅威とされていることから、組織全体

のリテラシー向上を目的として全役職員に対して不定期に年 4 回の標的型メール訓練を実施し

ました。 

 

「リスク評価と対応に関する事項」の詳細につきましては、業務方法書をご覧ください。 

 

９．業績の適正な評価に資する情報 

 

令和 5 年度の INPIT の各業務についてのご理解とその評価に資するため、各事業の前提情報

となる、主なスキームを示します。 

https://www.inpit.go.jp/about/sosiki/basic/houhou.pdf
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１０．業務の成果及び当該業務に要した資源 

（１）当事業年度の主な業務成果・業務実績 
＜令和５年度実績＞ 

評
定
項
目 

項
番 

KPI の内容 中期目標期間中の

達成目標 

R5fy 

計画 実績 

情
報
提
供 

1 J-PlatPat マニュアル等の

配布件数 

毎年度 4 万件以上 4 万件以上 50,531 件 

（126.3%） 

2 J-PlatPat の検索回数 

【基幹目標】 

毎年度 1 億 6,600

万回以上 

1 億 6,600 万

回以上 

279,373,353 回 

（168.3%） 

権
利
取
得
□戦
略
的
活
用 

3 各窓口及び関係機関との

連携件数 

毎年度 9 千件以上 9 千件以上 16,913 件 

（187.9%） 

4 各窓口の相談件数 

【基幹目標】 

毎年度 13 万 5 千

件以上 

13 万 5 千件

以上 

140,761 件 

（104.3%） 

5 重点的な支援を行った企

業数 

累計 200 社以上 40 社以上 44 社 

（110.0%） 

6 事業成長の効果が認めら

れた企業数【基幹目標】 

累計 50 社以上 50 社以上 54 社 

（108.0%） 

人
材
育
成 

7 ICT を活用した知財人材育

成用教材の開発数 

累計 50 件以上 9 件以上 18 件 

（200.0％） 

8 ICT を活用した知財人材育

成用教材の延べ利用者数

【基幹目標】 

累計 306,100 者以

上 

134,000 者 194,617 者 

（144.2％） 

9 パテントコンテスト・デザイ

ンパテントコンテストの応募

校数 

累計 550 校以上 148 校 148 校 

（100.0％） 

 

＜評価項目ごとの取り組み＞ 

①産業財産権情報の提供 

J‐PlatPat マニュアル等の配布については、今年度も知財総合支援窓口を通じた配布、大学

及び高等専門学校等の教育機関へ積極的に配布を行いました。特に、令和５年度にリリースし

た「リーガルステータス機能」については、機能及び活用方法を紹介する簡易マニュアルを作成

し、侵害予防調査等への活用を促しました。J‐PlatPat 等の利用者拡大のため、オンライン講習

会を３回実施したほか、企業・団体のユースケースに応じた J‐PlatPat 個別説明会、意見交換会

を 1５者と実施し、より発展的な検索手法を説明するとともに、J-PlatPat の刷新を見据えたニー

ズの把握を行いました。利用者の利便性向上に資するため、上記の「リーガルステータス機能」
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に加え、「検索条件の保存機能」、「文献固定アドレスの短縮化」等、J‐PlatPat の機能改善を実

施しました。 

上記の取り組みにより、J‐PlatPat の検索回数の目標を超えるアクセスを達成した。J‐PlatPat

は、知財情報取得のベーシックな基本機能を無償で提供するものであり、中小企業やスタートア

ップ企業における新商品開発や新商品の販売、知財戦略の高度化、知財情報を活用した事業

戦略の構築や事業価値創出に寄与するとともに、大学等研究機関におけるより効果的な産学連

携及び技術を核としたイノベーションの実績のすそ野拡大、大学・高専等の教育現場における知

的財産マインドの醸成に寄与しました。 

 

②知的財産の権利取得・戦略的活用の支援 

特許庁・日本弁理士会・日本商工会議所と４者で行った「知財経営支援ネットワーク」構築の

共同宣言により、弁理士会、商工会議所のほか、関連する中小企業等支援機関との連携した取

組を実施しました。全国各ブロックにおいて、地域のニーズに合わせたセミナー共催やワークショ

ップによる相互理解の促進、さらには支援が必要な中小企業の掘り起こし、各機関が連携した相

談支援の実施を促進（各機関との連携相談回数は、令和 4 年度比 14％増）しました。 

また、大学等のシーズを早期に掘り起こし、社会実装に向けた支援を行う「知財戦略デザイナ

ー派遣事業」について、特許庁から移管を受けたことに伴い、INPIT 既存の大学等支援プログラ

ムと組合せ、シーズ発掘から社会実装まで、INPIT ならではの切れ目のない支援体制を構築し

ました。 

これらの取り組みにより、基幹目標を含む全ての定量的指標において、中期目標の目標値の

１００％以上を達成しました。 

 

③知的財産関連人材の育成 

パテントコンテスト・デザインパテントコンテストの応募校数の目標達成に向けて、選考委員長

にノーベル化学賞受賞者の吉野彰博士を迎えたほか、同博士の漫画（ノーベル賞と特許 

https://www.inpit.go.jp/patecon/index.html#r12finish）の作成や、20 周年を迎えたコンテストの

歴史・効果調査を実施しました。 

パテントコンテスト・デザインパテントコンテストの開催にあたっては、応募機運を醸成すべく全

国４か所において対面・オンラインのハイブリッド形式で発明体験ワークショップ及び創作体験ワ

ークショップを実施し、応募検討者等へのオンライン相談会等の開催なども進め、応募拡大に向

けた取組を強化した。 

ＩＣＴを活用した知財人材育成用教材の開発数の目標達成に向けて、連携協定締結機関であ

る日本商工会議所と協力し、①創業、②事業承継（中小機構とも協力）、③展示会を題材とした

知財動画を開発。また、日本政策金融公庫と協力し、ビジネスプラン・グランプリを目指す高校生

向けの知財動画を開発しました。 

これらの取り組みにより、基幹目標を含む全ての定量的指標において、中期目標の目標値の

１００％以上を達成しました。 
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（２）令和 5 年度の業務実績とその自己評価 

INPIT は、良質なサービスの提供、組織と業務の効率的運営、関係法令等の遵守及び人材の

育成等を経営方針として掲げ、役職員一体となって着実に業務を推進してまいりました。令和 5

年度は、年度計画及び第 5 期中期計画に沿って、国民に対して提供するサービスその他の業務

の質の向上について、適切に取り組み、総合的にみて本中期目標の達成に向け、適切な業務

運営を行ってまいりました。 

各業務の具体的な取り組み結果と行政コストとの関係の概要については次のとおりです。 

 

詳細につきましては、自己評価書をご覧ください。 

 

【令和 5 年度項目別評定総括表】 

項 目 評価 行政コスト 

Ⅰ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

1．産業財産権情報の提供 Ｂ ２，１６３百万円 

2．知的財産の権情取得・戦略的活用の支援 Ｂ ６，０２１百万円 

3．知的財産関連人材の育成 Ｂ ８７７百万円 

Ⅱ．業務運営の効率化に関する事項 Ｂ  

Ⅲ．財務内容の改善に関する事項 Ｂ 

Ⅳ．その他業務運営に関する事項 Ｂ 

（注）評価区分 

S：法人の活動により、中期計画における所期の目標を量的及び質的に上回る顕著な成果 

が得られていると認められる。 

A：法人の活動により、中期計画における所期の目標を上回る成果が得られていると認め 

られる。 

B：中期計画における所期の目標を達成していると認められる。 

C：中期計画における所期の目標を下回っており、改善を要する。 

D：中期計画における所期の目標を下回っており、業務の廃止を含めた抜本的な改善を求 

める。 

 

（３）当中期目標期間における主務大臣による総合評定の状況 

区 分 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 

評定 B B B  B  

（注）評価区分 

S：法人の活動により、中期計画における所期の目標を量的及び質的に上回る顕著な成果 

が得られていると認められる。 

A：法人の活動により、中期計画における所期の目標を上回る成果が得られていると認め 

られる。 

https://www.inpit.go.jp/about/gyomu/index.html
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B：中期計画における所期の目標を達成していると認められる。 

C：中期計画における所期の目標を下回っており、改善を要する。 

D：中期計画における所期の目標を下回っており、業務の廃止を含めた抜本的な改善を求 

める。 
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１１．予算と決算の概要  

 

要約した決算報告書 

（単位：百万円） 

区 分 予算額 決算額 差額理由 

収入 

  運営費交付金 

  複写手数料収入 

  研修受講料収入 

  目的積立金取崩 

   その他 

11,035 

10,561 

2 

100 

372 

0 

10,618 

10,561 

0 

54 

0 

2 

 

 

注１ 

注２ 

注３ 

 

  計 11,035 10,618  

支出 

  業務経費 

  人件費 

  一般管理費 

11,035 

9,350 

842 

844 

9,802 

8,325 

719 

759 

 

注４ 

注５ 

注６ 

  計 11,035 9,802  

（注）各金額は単位未満四捨五入のため、合計額と一致しない場合があります 

 

予算額と決算額の差額説明 

注１） 複写手数料収入については、特許公報等の複写を必要とする閲覧者の減少等により、予

算額に比して決算額が少額となっております。 

注２） 研修受講料収入については、調査業務実施者育成研修新規受講者の減少等により、予

算額に比して決算額が少額となっております。 

注３） 目的積立金については、運営費交付金を財源とした経費支出以外の支出予算に充てるこ

とを想定していたものの、競争入札による調達等により経費の節減が図れたこと等により、

取崩しをしておりません。 

注４） 業務経費については、競争入札による調達や業務委託費の精算による経費の節減等によ

り、予算額に比して決算額が少額となっております。 

注５） 人件費については、業務の効率化や事業の見直し等により業務部門の人件費が予定を下

回ったこと等により、予算額に比して決算額が少額となっております。 

注６） 一般管理費については、業務の効率化等により管理部門の人件費が予定を下回ったこ

と、及び業務の見直し等による経費の節減等により、予算額に比して決算額が少額となっ

ております。 

 

詳細につきましては、決算報告書をご覧ください。 

 

https://www.inpit.go.jp/about/zaimu/index.html
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１２．財務諸表の要約  

 

要約した財務諸表 

 

①貸借対照表 

                                        （単位：百万円） 

資産の部 金 額 負債の部 金 額 

流動資産 

  現金・預金（※１） 

  その他 

固定資産 

  有形固定資産 

  無形固定資産 

  投資その他の資産 

9,827 

9,701 

126 

353 

73 

1 

279 

流動負債 

  未払金 

  引当金 

  その他 

固定負債 

  資産見返負債 

  引当金 

4,471 

4,300 

93 

78 

352 

335 

17 

  負債合計 4,823 

純資産の部（※２） 5,357 

資本剰余金 

利益剰余金 

1 

5,356 

純資産合計 5,357 

資産合計 10,180 負債純資産合計 10,180 

（注）各金額は単位未満四捨五入のため、合計額と一致しない場合があります 

 

②行政コスト計算書 

（単位：百万円） 

 金  額 

損益計算書上の費用 

  経常費用（※３） 

9,825 

9,825 

その他行政コスト － 

行政コスト合計 9,825 

（注）各金額は単位未満四捨五入のため、合計額と一致しない場合があります 
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③損益計算書 

（単位：百万円） 

 金 額 

経常費用（A）（※３） 9,825 

  業務費 

   人件費 

   減価償却費 

   その他 

  一般管理費 

   人件費 

   減価償却費 

   その他 

9,061 

1,323 

10 

7,728 

764 

276 

2 

486 

経常収益（B） 10,641 

  運営費交付金収益 

  自己収入 

  その他 

10,474 

55 

112 

その他調整額又は目的積立金取崩額（C） － 

当期総利益（B-A+C）（※４） 816 

（注）各金額は単位未満四捨五入のため、合計額と一致しない場合があります 

 

④純資産変動計算書 

（単位：百万円） 

 資本剰余金 利益剰余金 純資産合計 

当期首残高 1 4,541 4,542 

当期変動額 － 816 816 

国庫納付金の納付 － － － 

当期総利益（※４） － 816 816 

当期末残高（※２） 1 5,356 5,357 

（注）各金額は単位未満四捨五入のため、合計額と一致しない場合があります 
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⑤キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円） 

 金 額 

業務活動によるキャッシュ・フロー（A） 1,673 

投資活動によるキャッシュ・フロー（B） 2 

資金増加額（又は減少額）（C=A+B） 1,675 

資金期首残高（D） 8,026 

資金期末残高（E=C+D）（※５） 9,701 

（注）各金額は単位未満四捨五入のため、合計額と一致しない場合があります 

 

（参考）資金期末残高と現金及び預金との関係 

           （単位：百万円） 

 金  額 

資金期末残高（※５） 9,701 

現金及び預金（※１） 9,701 

 

詳細につきましては、財務諸表をご覧ください。 

 

  

https://www.inpit.go.jp/about/zaimu/index.html
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１３．財政状態及び運営状況の法人の長による説明 

 

（１）各財務諸表の概要 

①貸借対照表 

当事業年度末の資産残高は、１０，１８０百万円であり、その大層は現金・預金の金融資産と

なっております。また、負債残高は４，８２３百万円となっておりますが、その大層は業務外注等

に対する対価の未払金等を負債に計上しているものです。 

 

②行政コスト計算書 

損益計算書の経常費用を合計した行政コストは９，８２５百万円となっております。 

 

③損益計算書 

経常費用は９，８２５百万円、経常収益は１０，６４１百万円であり、当期総利益は８１６百万円

となっております。 

経常費用の主なものには、工業所有権情報普及業務費（１，８４６百万円）及び工業所有権相

談等業務費（４，８８２百万円）がありますが、いずれも運営費交付金を財源とした業務となってお

り、運営費交付金債務の収益化基準が業務達成基準となったことで効率化等により、他の業務

も含め法人全体で８１６百万円の利益を計上しているものです。 

 

④純資産変動計算書 

資本剰余金の期首残高は１百万円、利益剰余金の期首残高は４，５４１百万円であり、当期総

利益８１６百万円を加えた利益剰余金の期末残高は５，３５６百万円となり、純資産合計は５，３

５７百万円となっております。 

 

⑤キャッシュ・フロー計算書 

業務活動によるキャッシュ・フローは、原材料、商品又はサービスの購入による支出が２７５百

万円減少したこと及び運営費交付金収入が２０１百万円減少したこと等により、５９百万円の資

金減少となっております。投資活動によるキャッシュ・フローは、その他資産（敷金）の返還による

収入が２百万円増加したことにより、２百万円の資金増加となっております。 

これらにより、１，６７５百万円の資金増加となり、期末残高は９，７０１百万円となりました。 

 

（２）財政状態及び運営状況について 

INPIT の業務運営は概ね順調に進捗しており、上記のとおり当事業年度末の財政状態には大

きな問題はありません。 
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１４．内部統制の運用状況 

 

INPIT は、役員の職務執行が独立行政法人通則法、独立行政法人工業所有権情報・研修館

法、又は他の法令に適合することを確保するための体制、その他独法の業務の適正を確保するた

めの体制整備に関する事項を業務方法書に定めています。その主な項目及び実施状況は次のと

おりです。 

 

＜内部統制の運用（業務方法書第 36 条、第 38 条及び 40 条）＞ 

中期目標等に基づき法令等を遵守しつつ有効かつ効率的な業務を行うために、内部統制推

進の基本方針を定めており、同方針に基づき、業務の適性を確保するための内部統制に係る体

制整備を図ることとしています。また、内部統制に関わる重要事項として、業務運営の基本方針

に関する事項、中期計画及び年度計画（予算を含む）に関する事項、業務実績の評価に関する

事項、決算及び財務諸表に関する事項、重要な諸規程の制定及び改廃に関する事項等につい

ては、役員会の議決を経ることとしています。 

令和 5 年度は、全 12 回の役員会を開催し、組織及び業務運営等に関する重要事項につき、

審議等を行いました。 

 

＜リスク評価と対応に関する事項（業務方法書第 41 条）＞ 

業務実施の障害となる要因を事前にリスクとして識別、分析及び評価し、当該リスクへの適切

な対応を可能とするため、リスク管理規程を定めており、リスク管理を効率的かつ効果的に実施

するために、同規程に基づき、リスク管理委員会を設置しています。 

令和 5 年度は、令和 4 年度に策定したリスク対応計画（令和 5 年 3 月 31 日付改訂）に基づく

統制活動を中心にリスク対応に取り組み、令和 6 年 3 月にリスク管理委員会を開催し、係る取

組状況のフォローアップ及びリスク対応計画の改定を行いました。 

 

＜情報セキュリティの確保及び個人情報保護に関する事項（業務方法書第 43 条）＞ 

情報セキュリティ確保のため、情報セキュリティポリシーを定めるとともに、情報セキュリティ委

員会を設置しています。 

令和 5 年度は、令和 5 年 7 月、令和 6 年 1 月の 2 回、全ての役職員に対して同ポリシーの

遵守に係る自己点検を実施しました。 

 

また、INPIT の有する個人情報及び個人番号を適切に管理するため、個人情報保護規程を整

備定めるとともに、管理体制を整備しています。 

令和 5 年度は、令和 6 年 3 月に個人情報保護監査を実施するとともに、個人情報の管理状

況に係る自己点検を実施しました。 

  

https://elaws.e-gov.go.jp/document?lawid=411AC0000000201
https://elaws.e-gov.go.jp/document?lawid=411AC0000000201
https://www.inpit.go.jp/about/sosiki/basic/houhou.pdf
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＜監事及び監事監査に関する事項（業務方法書第 44 条）＞ 

監事及び監事監査に関する規程として、監事監査要綱を定めており、監事事務の公正かつ効

率的な運営に資することを目的とし、同要綱に定める監事監査の実施に関する基準について監

事監査実施基準を定めています。監事は、同要綱・基準の趣旨に沿って、INPIT の業務運営及

び会計について、有効性及び効率性並びに適正性が確保されるよう監査を行うこととされていま

す。最終的にはこれらの監査方法や結果を取りまとめた監査報告を作成し、経済産業大臣及び

理事長へ提出を行っています。 

令和 5 年度は、監査計画書に基づき、11 回の監事監査を実施し、業務運営及び会計の他、

内部統制の現況（予算執行、法人文書、個人情報、情報セキュリティ管理等）について、監査を

実施しました。 

 

＜内部監査に関する事項（業務方法書第 45 条）＞ 

自律的な監査機能として内部監査担当室（監査室）を設置し、内部監査を実施するとともに、

その結果を理事長に報告することとしています。また、監査室は、内部監査規程の趣旨に沿っ

て、業務運営の適正化及び諸制度の改善に資することを目的とし監査を実施することとされ、加

えて、監事監査と連携し効率的に監査が行えるよう、監査計画の策定段階から監事との連携を

図ることとしています。 

令和 5 年度は知財戦略部、知財人材部の事業を対象に監査を行うとともに、加速的支援室業

務における機密情報の管理状況、BCP 対応の確認、委託事業者の情報セキュリティの理解度

確認等について内部監査を実施しました。 

 

＜入札・契約に関する事項（業務方法書第 47 条）＞ 

入札及び契約に関し、契約監視委員会設置規程を定めるとともに、監事及び外部有識者から

なる契約監視委員会を設定しています。 

令和 5 年度は、令和 5 年 6 月に契約監視委員会を開催しました。 

 

  

https://www.inpit.go.jp/about/estimation/index.html
https://www.inpit.go.jp/kobo/kanshi/kanshir0501.html
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１５．法人に関する基礎的な情報 

          

（１）沿革 

INPIT は、特許庁の施設等機関として公報閲覧、審査・審判図書整備、相談等の業務を行っ

てきた「工業所有権総合情報館」を母体として設立された機関であり、平成 13 年 4 月に独立行

政法人としてスタートをしました。 

平成 16 年 10 月には、情報普及、研修、人材育成業務を開始し、現在の名称である「工業所

有権情報・研修館」に改称され、その後、現在に至るまでの間、工業所有権制度を支える「情報」

及び「人材」の基盤とこれらが活用される「環境」の整備・強化を目的として、特許庁と連携しつ

つ、各般の業務を効率的かつ迅速・的確に実施してまいりました。 

 

沿革の詳細につきましては、こちらをご覧ください。 

 

（２）設立に係る根拠法 

独立行政法人工業所有権情報・研修館法（平成 11 年法律第 201 号） 

 

（３）主務大臣 

経済産業大臣（経済産業省特許庁総務部総務課） 

  

https://www.inpit.go.jp/about/profile/enkaku.html
https://elaws.e-gov.go.jp/document?lawid=411AC0000000201
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（４）組織体制（令和 6 年 3 月末現在） 

 

 

 

（５）事務所の所在地 

①事務所（本部）       ： 東京都港区虎ノ門 4-3-1 城山トラストタワー8 階 

②事務所（特許庁分室） ： 東京都千代田区霞が関 3-4-3 特許庁庁舎１、2 階 

③事務所（虎ノ門分室） ： 東京都千代田区霞が関 3-8-1 虎ノ門ダイビルイースト 2、7 階 

④事務所（近畿統括本部） ： 大阪府大阪市北区大深町 3-1 グランフロント大阪ナレッジキャ

ピタルタワーC9 階 

 

https://www.inpit.go.jp/about/map/inpit.html
https://www.inpit.go.jp/about/map/inpit.html
https://www.inpit.go.jp/about/map/inpit.html
https://www.inpit.go.jp/kinki/access.html
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（６）主要な特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等の状況 

特定関連会社及び関連会社は該当ありません。 

関連公益法人等の状況は以下のとおりとなります。 

    

法人の名称等 

一般社団法人発明推進協会 他 28 法人 

法人との関係 

当法人からの業務委託又は業務外注等により、「独立行政法人会計基準第 106 の「関連公益

法人等の範囲」のうち、事業収入に占める独立行政法人との取引額に係る額が三分の一以上で

ある公益法人等」に該当。 

 

詳細につきましては、附属明細書又は関連公益法人等関連ページをご覧ください。 

 

（７）主要な財務データの経年比較 

（単位：百万円） 

区 分 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 

資産 7,099 5,358 6,767 8,494 10,180 

負債 4,052 3,878 3,860 3,952 4,823 

純資産 3,047 1,480 2,907 4,542 5,357 

行政コスト 11,807 10,753 9,747 9,197 9,825 

経常費用 11,722 10,753 9,742 9,197 9,825 

経常収益 12,361 12,232 11,170 10,832 10,641 

当期総利益 639 1,479 1,427 1,635 816 

（注）各金額は単位未満四捨五入によっております 

  

https://www.inpit.go.jp/about/zaimu/index.html
https://www.inpit.go.jp/about/info_disclo/hutaigetsugi.html#anchor5
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（８）翌事業年度の予算、収支計画及び資金計画 

 

【予算】 

（単位：百万円） 

 

（注）各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがあります。 

  

区　　　分

知財エコシステムを
支える知財課題発
掘―知財形成―知
財の戦略的活用の
ワンストップ支援

知財エコシステムを
支える産業財産権
情報インフラの整備

とその利活用

知財エコシス
テムを支える

人材育成

世界最速・最高
品質審査を始め
とする特許行政

への貢献

共　通 合　計

収入

　　運営費交付金 6,694 1,893 520 1,484 963 11,554

　　複写手数料収入 - 2 - - - 2

　　研修受講料収入 - - 5 95 - 100

　　目的積立金取崩 - - - - - 0

計 6,694 1,895 524 1,579 963 11,656

支出

　　業務経費 6,349 1,675 374 1,391 - 9,789
知財エコシステムを支える
知財課題発掘―知財形成
―知財の戦略的活用のワ
ンストップ支援

6,349 - - - - 6,349

知財エコシステムを支える
産業財産権情報インフラの
整備とその利活用

- 1,675 - - - 1,675

知財エコシステムを支える
人材育成 - - 374 - - 374

世界最速・最高品質審査を
始めとする特許行政への貢
献

- - - 1,391 - 1,391

　　人件費 345 220 151 188 20 923

　　一般管理費 - - - - 944 944

計 6,694 1,895 524 1,579 963 11,656
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【収支計画】 

（単位：百万円） 

 

（注）各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがあります。 

  

費用の部 6,696 1,895 524 1,588 965 11,668
経常費用 6,696 1,895 524 1,588 965 11,668
知財エコシステムを支え
る知財課題発掘―知財
形成―知財の戦略的活
用のワンストップ支援

6,349 - - - - 6,349

知財エコシステムを支え
る産業財産権情報イン
フラの整備とその利活用

- 1,675 - - - 1,675

知財エコシステムを支え
る人材育成

- - 374 - - 374

世界最速・最高品質審
査を始めとする特許行
政への貢献

- - - 1,391 - 1,391

   人件費 345 220 151 188 20 923
   一般管理費 - - - - 944 944
　 減価償却費 2 - - 8 2 12
財務費用 - - - - - -

収益の部 6,696 1,895 524 1,588 965 11,668
運営費交付金収益 6,694 1,893 520 1,484 963 11,554
複写手数料収入 - 2 - - - 2
研修受講料収入 - - 5 95 - 100
寄附金収益 - - - - -
資産見返負債戻入 2 - - 8 2 12

純利益 - - - - - -
目的積立金取崩額 - - - - - -
総利益 - - - - - -

合計区　　　　分

知財エコシステムを
支える知財課題発
掘―知財形成―知
財の戦略的活用の
ワンストップ支援

知財エコシステ
ムを支える産業
財産権情報イ
ンフラの整備と

その利活用

知財エコシステ
ムを支える人

材育成
共通

世界最速・最高
品質審査を始め
とする特許行政

への貢献
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【資金計画】 

（単位：百万円） 

 

（注）各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがあります。 

 

  

資金支出 6,694 1,895 524 1,579 963 11,656
業務活動による支出 6,694 1,895 524 1,579 963 11,656
投資活動による支出 - - - - - -
財務活動による支出 - - - - - -
翌年度への繰越金 - - - - - -

資金収入 6,694 1,895 524 1,579 963 11,656
業務活動による収入 6,694 1,895 524 1,579 963 11,656
　 運営費交付金による収入 6,694 1,893 520 1,484 963 11,554
   複写手数料収入 - 2 - - - 2
   研修受講料収入 - - 5 95 - 100
   その他の収入 - - - - - -
投資活動による収入 - - - - - -
   その他の収入 - - - - - -
財務活動による収入 - - - - - -
前年度よりの繰越金 - - - - - -

合計区　　　　分

知財エコシステムを
支える知財課題発
掘―知財形成―知
財の戦略的活用の
ワンストップ支援

知財エコシステ
ムを支える産業
財産権情報イ
ンフラの整備と

その利活用

知財エコシス
テムを支える

人材育成
共通

世界最速・最高
品質審査を始め
とする特許行政

への貢献
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１６．参考情報  

 

（１）要約した財務諸表の科目の説明 

①貸借対照表 

現金・預金等 

現金及び預金であって、貸借対照表日の翌日から起算して一年以内に期限の到来しな

い預金を除くもの 

   その他（流動資産） 

      前払費用、未収金等 

有形固定資産 

建物附属設備、器具備品など、独立行政法人が長期わたって使用又は利用する有形の

固定資産 

無形固定資産 

有形固定資産以外の長期資産で、電話加入権など具体的な形態を持たない無形の固定

資産 

   投資その他の資産 

当法人が入居するビルに対する敷金等 

未払金 

独立行政法人の通常の業務活動において発生した未払金 

その他（流動負債） 

未払費用、前受金、預り金等 

   引当金 

将来の特定の費用を当期の費用として見越し計上するもので、賞与引当金、退職給付引

当金が該当 

資産見返負債 

資産見返運営費交付金であり、中期計画の想定の範囲内で、固定資産を取得したことに

伴い運営費交付金債務から振替えたもの 

資本剰余金 

国から引き継いだ資産及び独立行政法人が取得した資産で独立行政法人の財産的基

礎を構成するもの 

利益剰余金 

独立行政法人の業務に関連し発生した剰余金の累計額 
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②行政コスト計算書 

損益計算書上の費用 

損益計算書における経常費用 

行政コスト 

独立行政法人のアウトプットを産み出すために使用したフルコストの性格を有するととも

に、独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコストの算定基礎を示す指

標としての性格を有するもの 

 

③損益計算書 

業務費 

独立行政法人の業務に要した費用 

人件費 

給与、賞与、法定福利費等、独立行政法人の職員等に要する経費 

減価償却費 

業務に要する固定資産の取得原価をその耐用年数にわたって費用として配分する経費 

一般管理費 

事務所の賃借料、減価償却費など、独立行政法人の管理に要した費用 

運営費交付金収益 

国からの運営費交付金のうち、当期の収益として認識した収益 

自己収入 

手数料収入、研修受講料収入などの収益 

当期総利益 

独立行政法人通則法第４４条の利益処分の対象となる利益であって、独立行政法人の

財務面の経営努力の算定基礎を示す指標としての性格を有するもの 

 

④純資産変動計算書 

当期末残高 

貸借対照表の純資産の部に記載されている残高 

 

⑤キャッシュ・フロー計算書 

業務活動によるキャッシュ・フロー 

独立行政法人の通常の業務の実施に係る資金の状態を表し、サービスの提供等による

収入、原材料、商品又はサービスの購入による支出、人件費支出等が該当 

投資活動によるキャッシュ・フロー 

将来に向けた運営基盤の確立のために行われる投資活動に係る資金の状態を表し、そ

の他資産（敷金）の返還による支出が該当  
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（２）その他公表資料等 

INPIT では、これまでに作成した各種コンテンツ（動画、調査資料、パンフレット等）について、適

時ご利用いただけるようアーカイブスを整備しております。ご興味・ご関心をお持ちいただけました

ら是非ご利用いただけますと幸いです。 

https://www.inpit.go.jp/md_archives/index.html

